
【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 Ｄ-23-３ 

事業名 吉里吉里地区防災集団移転促進事業計画案作成事業 

事業費 107,130,928 円 

（内訳：測量設計費 107,130,928 円） 

事業期間 平成 24 年度～令和２年度 

事業目的・事業地区(必要に応じ、別紙として地図を添付) 

東日本大震災からの復興事業の早期事業化に向けて計画の前提条件となる基礎デー

タの収集・調査を行うとともに、住民の意向や地権者情報等を踏まえて防災集団移転促

進事業の基本計画の策定を行うことを目的とする。

事業結果 

平成 24 年度 大槌町防災集団移転促進事業計画基礎調査業務委託   10,506,000 円 

  防災集団移転促進事業計画業務委託（その１）     56,399,742 円 

平成 25 年度 安渡地区ほか４地区防災集団移転促進事業詳細設計業務委託 

  17,114,064 円 

大槌町復興計画３Ｄモデリング作成業務委託         293,761 円 

防災集団移転促進事業等砂防調査及び地質調査業務委託 5,611,494 円 

防災集団移転促進事業等地質調査業務委託       3,740,352 円 

 防災集団移転促進事業に係る団地修正基本設計等業務委託 1,438,560 円 

平成 26 年度  防災集団移転促進事業に係る団地修正基本設計等業務委託 518,281 円 

平成 27 年度  防災集団移転促進事業等修正業務委託 2,576,772 円 

平成 28 年度  防災集団移転促進事業等修正検討業務委託 2,642,220 円 

平成 29 年度  防災集団移転促進事業等修正検討業務委託  2,006,149 円 

防災集団移転促進事業計画変更業務委託   365,400 円 

防災集団移転促進事業登記資料作成業務委託 2,557,332 円 

令和元年度   防災集団移転促進事業等修正検討業務委託   222,853 円 

防災集団移転促進事業計画変更業務委託   460,421 円 

令和２年度  防災集団移転促進事業等修正検討業務委託   677,527 円 

事業の実績に関する評価 

本事業は、防災集団移転促進事業の実施のため、必要となる基礎調査及び事業化に向け

た計画策定を行った。これらの成果は、防災集団移転促進事業の迅速な進捗に寄与したこ

とから、本事業は有効性が高いと評価できる。 

各種調査・分析・評価 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

(１)権利調査

土地の権利関係調査は、土地に関する登記事項要約書を調査し、防災集団移転

促進事業計画において、事業予定地の決定、用地交渉等を行うために有益に活用

される。 

【吉里吉里地区】 

※面積について、各項目では小数点以下の値を省略し表記していますが、合計では省略せず計算

した結果を表記しています

民有地 東日本旅客鉄道㈱ 国土交通省 岩手県 大槌町 合計
筆数 2,021 177 169 221 353 2,941
面積 879,918 31,819 26,251 41,645 101,959 1,081,593



  

 (２)基本計画の見直し 

  平成 23 年度の地域復興協議会を開催して策定した「大槌町東日本大地震津波復

興基本計画」における復興パターンのコンセプトは踏襲しながらも、地区別ワーキ

ング会議を開催し、住民を巻き込んだ具体的な内容の検討を行った。 

 

 (３)復興まちづくり懇談会運営支援 

  町外における復興まちづくり懇談会の実施を支援し、町外避難者へ向けて、防集

事業の説明を行った。事業の概要を説明した後、地区別のワーキング会議及び個別

相談会を実施し、地区住民の個別の意向に沿った事業実施に寄与した。 

   
 

 (４)測量業務 

    復興に向けたまちづくり事業を推進する上で、測量調査業務は必須事項であり、

町内における骨格基準点の整備が必要であった。 

    復興まちづくり事業完了までを長期に見据えた骨格基準点の整備を図り、様々な

復旧・復興業務の位置的整合性を保つ。 

 

(５)不動産鑑定業務 

  防災集団移転促進事業の事業計画を作成するにあたり、移転元地や移転先地の用

地費を算出するための参考とした。 

  
 

 (６)情報プラザ開設・運営支援業務 

  復興まちづくりが本格化するにあたり、住民からの問合せが増加し、行政の提供

情報も複雑化することが想定されたことから、大槌町の復興の姿を一元的に情報提

供することを目的とし、情報発信の拠点となる情報プラザを開設した。 

 

  上記の業務の成果により、防災集団移転促進事業計画の効率的な策定を行うこと

ができた。 

  また、吉里吉里地区防災集団移転促進事業の国土交通省大臣同意を早期に得られ

たことから、本事業の成果は十分活用されていると考える。 

 

② コストに関する調査・分析・評価 

   東日本大震災に起因する津波被害により、発災当初は、町職員が人命救助や捜索、

避難場所の確保の対応に追われ、被害状況が把握できない状況であったため、国の

地区名 開催日 会場 参加人数
連合岩手釜石地区協議会 H24.7.27 新日鉄㈱釜石製鉄所 20

遠野市 H24.7.28 遠野市民センター 29
紫波町 H24.7.29 紫波町総合体育館 22
北上市 H24.7.31 北上市役所本庁舎 45
盛岡市 H24.8.2 勤労福祉会館 95
花巻市 H24.8.3 生涯学習園都市会館 60

所　　在 地目 地積 鑑定評価額
吉里吉里四丁目12番13 宅地 177.40㎡ 14,600円/㎡
吉里吉里四丁目409番15 畑 710㎡ 3,500円/㎡
吉里吉里一丁目55番3 宅地 198.94㎡ 14,000円/㎡
吉里吉里三丁目454番 田 489㎡ 3,600円/㎡

吉里吉里第30地割字向山58番1 田 912㎡ 2,400円/㎡
他　5　件



直轄事業として、大槌町の復興計画策定の支援業務が行われた。 

   この、国の直轄支援事業の内容には、防災集団移転促進事業計画の策定に必要不

可欠な地形、地質、権利者調査の他、ライフラインや土地の造成等の基本設計に準

じた調査が含まれていたため、本調査結果を活用することで、防災集団移転促進事

業計画を早期に策定することが可能であった。 

   また、当地域の復興事業の推進は、町民の生活環境に直接大きな影響を与えるこ

ととなる。 

これより、地方自治法施行令第 167 条の２第１項第６号の規定により、計画内容

に精通していることで、調査費の低減及び事業期間の短縮が図られると判断し、国

の直轄支援事業としての復興計画策定支援業務を担った業者から見積りを徴収し、

随意契約を行ったことから、本事業に要したコストは妥当であると判断する。 

 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 
 事業期間 

備考 
計画 実績 

調査・設計 H24.4 ～ H25.3 H24.4 ～ R3.3 
関連事業の期間延

伸のため 

 

事業期間の延長は、Ｄ-23-11 吉里吉里地区防災集団移転促進事業の事業期間延

長に伴い、事業計画の変更が必要となることから、本事業も延長したためである。 

  本事業は、吉里吉里地区の防災集団移転促進事業の基本計画を策定することを目

的としており、土地権利調査、測量業務、不動産鑑定業務は、防災集団移転促進事

業の事業計画の策定に効果を発揮し、また、大槌町東日本大地震津波復興基本計画

の復興パターンを踏襲した基本計画は、地域ワーキング会議や情報プラザによる住

民への情報発信を通して、住民と協働して基本計画の見直しが行えた。 

  これらを通じ、平成 24 年９月に吉里吉里地区防災集団移転促進事業の国土交通

省大臣同意を早期に得られたことから、本事業の有効性は高く、事業手法、期間は

妥当であると評価できる。 

 

事業担当部局 

大槌町地域整備課 電話番号：0193-42-8722 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



〔吉里吉里地区〕 

■整備前（被災時）の状況（H23.3.14 撮影）  ■整備後の状況（H29.11.26 撮影） 

 
■位置図 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吉里吉里地区移転促進区域 
71,122 ㎡  

吉里吉里①団地 
面積 7,691 ㎡ 

吉里吉里③団地 
面積 10,972 ㎡ 吉里吉里②団地 

面積 18,169 ㎡ 



■まちづくりの考え方 

 
 
■土地利用計画図 

 
 



・町外まちづくり懇談会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・情報プラザ 

 

 



【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

 

事業番号 Ｄ-23-４ 

事業名  浪板地区防災集団移転促進事業計画案作成事業 

事業費  78,387,888 円 

     （内訳：測量設計費 78,387,888 円） 

事業期間  平成 24 年度～令和２年度 

事業目的・事業地区 

東日本大震災からの復興事業の早期事業化に向けて計画の前提条件となる基礎データ

の収集・調査を行うとともに、住民の意向や地権者情報等を踏まえて防災集団移転促進事

業の基本計画の策定を行うことを目的とする。 

事業結果 

 平成 24 年度 大槌町防災集団移転促進事業計画基礎調査業務委託   5,927,000 円 

        防災集団移転促進事業計画業務委託（その１）     57,653,070 円 

平成 25 年度 安渡地区ほか４地区防災集団移転促進事業詳細設計業務委託 

                                 2,333,549 円 

             大槌町復興計画３Ｄモデリング作成業務委託       105,475 円 

             防災集団移転促進事業等砂防調査及び地質調査業務委託  997,395 円 

             防災集団移転促進事業等地質調査業務委託        850,080 円 

       防災集団移転促進事業に係る団地修正基本設計等業務委託 3,584,736 円 

平成 26 年度  防災集団移転促進事業に係る団地修正基本設計等業務委託 1,291,501 円 

平成 27 年度 防災集団移転促進事業等修正業務委託          342,144 円 

平成 28 年度  防災集団移転促進事業等修正検討業務委託       1,171,025 円 

       浪板地区鉄道用地に係る登記申請資料作成業務委託   3,218,400 円 

平成 29 年度  防災集団移転促進事業計画変更業務委託         365,400 円 

令和元年度   防災集団移転促進事業計画変更業務委託         460,421 円 

令和２年度   防災集団移転促進事業等修正検討業務委託         87,692 円 

事業の実績に関する評価 

本事業は、防災集団移転促進事業の実施のため、必要となる基礎調査及び事業化に向け

た計画策定を行った。これらの成果は、防災集団移転促進事業の迅速な進捗に寄与したこ

とから、本事業は有効性が高いと評価できる。 

 

各種調査・分析・評価 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

  (１)権利調査 

土地の権利関係調査は、土地に関する登記事項要約書を調査し、防災集団移転

促進事業計画において、事業予定地の決定、用地交渉等を行うために有益に活用

される。 

【浪板地区】 

 
※面積について、各項目では小数点以下の値を省略し表記していますが、合計では省略せず計算 

した結果を表記しています 

 

 

民有地 東日本旅客鉄道㈱ 国土交通省 財務省 岩手県 大槌町 合計
筆数 702 83 91 1 8 130 1,015
面積 915,163 18,099 19,730 111 10,002 21,172 984,278



 (２)基本計画の見直し 

  平成 23 年度の地域復興協議会を開催して策定した「大槌町東日本大地震津波復

興基本計画」における復興パターンのコンセプトは踏襲しながらも、地区別ワーキ

ング会議を開催し、住民を巻き込んだ具体的な内容の検討を行った。 

 

 (３)復興まちづくり懇談会運営支援 

  町外における復興まちづくり懇談会の実施を支援し、町外避難者へ向けて、防集

事業の説明を行った。事業の概要を説明した後、地区別のワーキング会議及び個別

相談会を実施し、地区住民の個別の意向に沿った事業実施に寄与した。 

   
 

 (４)測量業務 

    復興に向けたまちづくり事業を推進する上で、測量調査業務は必須事項であり、

町内における骨格基準点の整備が必要であった。 

    復興まちづくり事業完了までを長期に見据えた骨格基準点の整備を図り、様々な

復旧・復興業務の位置的整合性を保つ。 

 

(５)不動産鑑定業務 

  防災集団移転促進事業の事業計画を作成するにあたり、移転元地や移転先地の用

地費を算出するための参考とした。 

  
 

 (６)情報プラザ開設・運営支援業務 

  復興まちづくりが本格化するにあたり、住民からの問合せが増加し、行政の提供

情報も複雑化することが想定されたことから、大槌町の復興の姿を一元的に情報提

供することを目的とし、情報発信の拠点となる情報プラザを開設した。 

 

  上記の業務の成果により、防災集団移転促進事業計画の効率的な策定を行うこと

ができた。 

  また、浪板地区防災集団移転促進事業の国土交通省大臣同意を早期に得られたこ

とから、本事業の成果は十分活用されていると考える。 

 

② コストに関する調査・分析・評価 

   東日本大震災に起因する津波被害により、発災当初は、町職員が人命救助や捜索、

避難場所の確保の対応に追われ、被害状況が把握できない状況であったため、国の

直轄事業として、大槌町の復興計画策定の支援業務が行われた。 

地区名 開催日 会場 参加人数
連合岩手釜石地区協議会 H24.7.27 新日鉄㈱釜石製鉄所 20

遠野市 H24.7.28 遠野市民センター 29
紫波町 H24.7.29 紫波町総合体育館 22
北上市 H24.7.31 北上市役所本庁舎 45
盛岡市 H24.8.2 勤労福祉会館 95
花巻市 H24.8.3 生涯学習園都市会館 60

所　　在 地目 地積 鑑定評価額
吉里吉里第10地割字浪板7番3 宅地 264㎡ 6,800円/㎡

吉里吉里第11地割字白石54番15 畑 500㎡ 1,900円/㎡
吉里吉里第11地割字白石20番5 宅地 334㎡ 9,000円/㎡
吉里吉里第11地割字新山10番1 畑 500㎡ 3,000円/㎡
吉里吉里第11地割字白石73番3 山林 500㎡ 1,000円/㎡



   この、国の直轄支援事業の内容には、防災集団移転促進事業計画の策定に必要不

可欠な地形、地質、権利者調査の他、ライフラインや土地の造成等の基本設計に準

じた調査が含まれていたため、本調査結果を活用することで、防災集団移転促進事

業計画を早期に策定することが可能であった。 

   また、当地域の復興事業の推進は、町民の生活環境に直接大きな影響を与えるこ

ととなる。 

これより、地方自治法施行令第 167 条の２第１項第６号の規定により、計画内容

に精通していることで、調査費の低減及び事業期間の短縮が図られると判断し、国

の直轄支援事業としての復興計画策定支援業務を担った業者から見積りを徴収し、

随意契約を行ったことから、本事業に要したコストは妥当であると判断する。 

 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 
 事業期間 

備考 
計画 実績 

調査・設計 H24.4 ～ H25.3 H24.4 ～ R3.3 
関連事業の期間延伸

のため 

 

事業期間の延長は、Ｄ-23-12 浪板地区防災集団移転促進事業の事業期間延長に

伴い、事業計画の変更が必要となることから、本事業も延長したためである。 

  本事業は、浪板地区の防災集団移転促進事業の基本計画を策定することを目的と

しており、土地権利調査、測量業務、不動産鑑定業務は、防災集団移転促進事業の

事業計画の策定に効果を発揮し、また、大槌町東日本大地震津波復興基本計画の復

興パターンを踏襲した基本計画は、地域ワーキング会議や情報プラザによる住民へ

の情報発信を通して、住民と協働して基本計画の見直しが行えた。 

  これらを通じ、平成 24 年９月に浪板地区防災集団移転促進事業の国土交通省大

臣同意を早期に得られたことから、本事業の有効性は高く、事業手法、期間は妥当

であると評価できる。 

 

事業担当部局 

大槌町地域整備課 電話番号：0193-42-8722 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



〔浪板地区〕 

■整備前（H26.4.1 撮影）           ■整備後の状況（R3.8.7 撮影） 

 
 

■位置図 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

浪板①団地 
面積 7,011 ㎡ 

浪板地区移転促進区域 
25,296 ㎡  



■まちづくりの考え方 

 
 

 

■土地利用計画図 

 



・町外まちづくり懇談会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・情報プラザ 

 

 



【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

 

事業番号 Ｄ-23-５ 

事業名  小枕地区防災集団移転促進事業計画案作成事業 

事業費   66,432,455 円 

     （内訳：測量設計費 66,432,455 円） 

事業期間  平成 24 年度～令和２年度 

事業目的・事業地区 

東日本大震災からの復興事業の早期事業化に向けて計画の前提条件となる基礎データ

の収集・調査を行うとともに、住民の意向や地権者情報等を踏まえて防災集団移転促進事

業の基本計画の策定を行うことを目的とする。 

事業結果 

 平成 24 年度 大槌町防災集団移転促進事業計画基礎調査業務委託   6,453,000 円 

        防災集団移転促進事業計画業務委託（その１）     47,606,554 円 

平成 25 年度 安渡地区ほか４地区防災集団移転促進事業詳細設計業務委託 

                                10,112,594 円 

             大槌町復興計画３Ｄモデリング作成業務委託       108,509 円 

平成 28 年度  防災集団移転促進事業修正検討業務委託        1,182,572 円 

平成 29 年度  防災集団移転促進事業計画変更業務委託         365,400 円 

令和元年度   防災集団移転促進事業等修正検討業務委託         55,713 円 

       防災集団移転促進事業計画変更業務委託         460,421 円 

令和２年度   防災集団移転促進事業等修正検討業務委託         87,692 円 

事業の実績に関する評価 

 本事業は、防災集団移転促進事業の実施のため、必要となる基礎調査及び事業化に向け

た計画策定を行った。これらの成果は、防災集団移転促進事業の迅速な進捗に寄与したこ

とから、本事業は有効性が高いと評価できる。 

 

各種調査・分析・評価 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

  (１)権利調査 

土地の権利関係調査は、土地に関する登記事項要約書を調査し、防災集団移転

促進事業計画において、事業予定地の決定、用地交渉等を行うために有益に活用

される。 

【小枕地区】 

 
※面積について、各項目では小数点以下の値を省略し表記していますが、合計では省略せず計算 

した結果を表記しています 
  

 (２)基本計画の見直し 

  平成 23 年度の地域復興協議会を開催して策定した「大槌町東日本大地震津波復

興基本計画」における復興パターンのコンセプトは踏襲しながらも、地区別ワーキ

ング会議を開催し、住民を巻き込んだ具体的な内容の検討を行った。 

 

 (３)復興まちづくり懇談会運営支援 

民有地 国土交通省 農林水産省 岩手県 大槌町 合計
筆数 394 19 1 25 21 460
面積 258,775 7,569 1,153 20,200 7,695 295,394



  町外における復興まちづくり懇談会の実施を支援し、町外避難者へ向けて、防集

事業の説明を行った。事業の概要を説明した後、地区別のワーキング会議及び個別

相談会を実施し、地区住民の個別の意向に沿った事業実施に寄与した。 

   
 

 (４)測量業務 

    復興に向けたまちづくり事業を推進する上で、測量調査業務は必須事項であり、

町内における骨格基準点の整備が必要であった。 

    復興まちづくり事業完了までを長期に見据えた骨格基準点の整備を図り、様々な

復旧・復興業務の位置的整合性を保つ。 

 

(５)不動産鑑定業務 

  防災集団移転促進事業の事業計画を作成するにあたり、移転元地や移転先地の用

地費を算出するための参考とした。 

  
 

 (６)情報プラザ開設・運営支援業務 

  復興まちづくりが本格化するにあたり、住民からの問合せが増加し、行政の提供

情報も複雑化することが想定されたことから、大槌町の復興の姿を一元的に情報提

供することを目的とし、情報発信の拠点となる情報プラザを開設した。 

 

  上記の業務の成果により、防災集団移転促進事業計画の効率的な策定を行うこと

ができた。 

  また、小枕地区防災集団移転促進事業の国土交通省大臣同意を早期に得られたこ

とから、本事業の成果は十分活用されていると考える。 

 

② コストに関する調査・分析・評価 

   東日本大震災に起因する津波被害により、発災当初は、町職員が人命救助や捜索、

避難場所の確保の対応に追われ、被害状況が把握できない状況であったため、国の

直轄事業として、大槌町の復興計画策定の支援業務が行われた。 

   この、国の直轄支援事業の内容には、防災集団移転促進事業計画の策定に必要不

可欠な地形、地質、権利者調査の他、ライフラインや土地の造成等の基本設計に準

じた調査が含まれていたため、本調査結果を活用することで、防災集団移転促進事

業計画を早期に策定することが可能であった。 

   また、当地域の復興事業の推進は、町民の生活環境に直接大きな影響を与えるこ

ととなる。 

地区名 開催日 会場 参加人数
連合岩手釜石地区協議会 H24.7.27 新日鉄㈱釜石製鉄所 20

遠野市 H24.7.28 遠野市民センター 29
紫波町 H24.7.29 紫波町総合体育館 22
北上市 H24.7.31 北上市役所本庁舎 45
盛岡市 H24.8.2 勤労福祉会館 95
花巻市 H24.8.3 生涯学習園都市会館 60

所在 地目 地積 鑑定評価額
小鎚第28地割字小枕129番7
小鎚第28地割字間渡153番56

宅地 171.23㎡ 12,700円/㎡

小鎚第28地割字間渡162番7 宅地 1,250.56㎡ 11,800円/㎡
小鎚第28地割字伸松77番19 宅地 116.77㎡ 12,300円/㎡
小鎚第28地割字伸松77番25 宅地 2,023㎡ 10,500円/㎡
小鎚第28地割字間渡153番2 山林 14,868㎡ 1,000円/㎡



これより、地方自治法施行令第 167 条の２第１項第６号の規定により、計画内容

に精通していることで、調査費の低減及び事業期間の短縮が図られると判断し、国

の直轄支援事業としての復興計画策定支援業務を担った業者から見積りを徴収し、

随意契約を行ったことから、本事業に要したコストは妥当であると判断する。 

 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 
 事業期間 

備考 
計画 実績 

調査・設計 H24.4 ～ H25.3 H24.4 ～ R3.3 事業計画の見直しのため 

 

事業期間の延長は、Ｄ-23-９小枕地区防災集団移転促進事業の事業期間延長に伴

い、事業計画の変更が必要となることから、本事業も延長したためである。 

  本事業は、小枕地区の防災集団移転促進事業の基本計画を策定することを目的と

しており、土地権利調査、測量業務、不動産鑑定業務は、防災集団移転促進事業の

事業計画の策定に効果を発揮し、また、大槌町東日本大地震津波復興基本計画の復

興パターンを踏襲した基本計画は、地域ワーキング会議や情報プラザによる住民へ

の情報発信を通して、住民と協働して基本計画の見直しが行えた。 

  これらを通じ、平成 24 年９月に小枕・伸松地区防災集団移転促進事業の国土交

通省大臣同意を早期に得られたことから、本事業の有効性は高く、事業手法、期間

は妥当であると評価できる。 

 

事業担当部局 

大槌町地域整備課 電話番号：0193-42-8722 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



〔小枕地区〕 

■整備前（H26.4.1 撮影）           ■整備後の状況（R3.8.7 撮影） 

 
 

 

 

 

■位置図 

 
 

 

 

 

 

 

小枕･伸松地区 
移転促進区域 
26,538 ㎡  

小枕団地 
面積 29,067 ㎡ 



■まちづくりの考え方 

 
 

■土地利用計画図 



・町外まちづくり懇談会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・情報プラザ 

 

 



【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

 

事業番号 Ｄ-23-６ 

事業名  赤浜地区防災集団移転促進事業 

事業費  3,714,616,295 円 

     （内訳：本工事費 2,460,005,110 円、測量設計費 292,740,170 円、 

用地補償費 961,871,015 円） 

事業期間  平成 24 年度～令和２年度  

事業目的・事業地区 

 東日本大震災津波により壊滅的被害を受けた大槌町の東部に位置している「赤浜地区」

のうち、住民の居住に適当でないと認められる区域の居住者を防災集団移転促進事業に

より安全な内陸部等に集団移転させるもの。 

事業結果 

■北側斜面団地（赤浜①団地） 

 住宅団地面積：21,733 ㎡（住宅用地 5,467 ㎡、関連公共施設等用地 10,058 ㎡、公

益的施設用地 6,208 ㎡） 

 整備区画数：14 区画（住宅敷地 11 区画、災害公営住宅 ３区画） 

 

■三日月神社裏団地（赤浜②団地） 

 住宅団地面積：20,616 ㎡（住宅用地 8,619 ㎡、関連公共施設等用地 10,578 ㎡、公

益的施設 1,419 ㎡） 

 整備区画数：30 区画（住宅敷地 24 区画、災害公営住宅 ６区画） 

  

■東大海洋研裏団地（赤浜⑥団地） 

 住宅電池面積：35,069 ㎡（住宅用地 7,166 ㎡、関連公共施設等用地 27,903 ㎡） 

 整備区画数：28 区画（住宅敷地 13 区画、災害公営住宅 15 区画） 

 

事業の実績に関する評価 

東日本大震災津波により壊滅的被害を受けた大槌町の西南端に位置している「小枕地

区」のうち、住民の居住に適当でないと認められる移転元地及び移転先団地用地 計 319

筆を取得し、町民の生命、財産を津波による被害から防止を図ることができた。また、

高台に移転先団地を 48 区画造成し、被災者の生活再建に寄与していることから、本事

業は有効性が高いものであると評価できる。 

 

各種調査・分析・評価 

① 事業の結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

赤浜地区は、平地が狭く、その背後に山地が迫っている地形であるため、狭い

平地に住家が密集する地域であった。 

移転候補地の選定については、住民意向調査の希望状況を踏まえ、切土による

宅地造成の規模が過剰にならないよう計画をした結果、赤浜地区では、３つの防

災集団移転団地の計画がされた。 

北側斜面団地は、平成 26 年 12 月に都市計画法の一団地の住宅施設としての事

業認可を得て事業を実施し、宅地の引渡しについては、平成 31 年４月から順次実

施した。 

三日月神社裏団地は、平成 27 年３月に都市計画法第 29 条の開発許可を得て事

業を実施し、宅地の引渡しについては、平成 28 年 10 月から順次実施した。 



東大海洋研裏団地は、平成 27 年４月に都市計画法第 29 条の開発許可を得て事

業を実施し、宅地の引渡しについては、平成 29 年６月から順次実施した。 

現在、赤浜地区の全ての防災集団移転団地が完成しているが、赤浜地区全体の

48 宅地のうち１宅地のみが空き区画となっており、住宅施設の秩序ある整備図ら

れていることから、本事業は適切に活用されていると考える。なお、残る１宅地

については、一般募集を進めていく。 

   

② コストに関する調査・分析・評価 

大槌町は、大規模な震災復興事業に係るマンパワーが不足しており、事業を実

施するにあたって、従来発注者側が担っていた業務の一部をＣＭＲが実施するこ

とで、マンパワーを補っている。 

復興事業を従来型の契約方式で進めるには特にスピード面において限界がある

ため、ＣＭ方式を活用して工事を実施した。 

官民連携の下、個別発注に要す時間や不落等による遅延を回避しつつ、設計・

施行の体制を常時維持し事業を推進することが出来た。 

町が直接、従来型の契約方式により事業を実施する場合に比べて、ＣＭマネジ

メントに係る経費は要すものの、全体整備期間の短縮を図ることが可能となった

ものである。 

被災地における工事であるため、一般的な事業と比べれば事業費を要している

が、工事規模と完成までの期間を考慮すれば妥当であると考えられる。 

 

上記を踏まえ、本事業に要したコストは妥当であると判断する。 

 

③ 工事手法に関する調査・分析・評価 
 事業期間 

備考 
計画 実績 

調査・測量・設計 H24.4 ～ H28.12 H24.4 ～ H28.12  

用地買収（移転

先） 
H24.10 ～ H28.3 H25.7 ～ H29.12 

事業用地所有者の特定に時間

を要したため 

用地買収（移転

元） 
H25.4 ～ H28.3 H25.1 ～ R2.12 

相続人の捜索、遺産分割協議

に時間を要したため 

団地整備 H25.4 ～ H29.8 H26.10 ～ H31.3 
意向調査に基づく計画変更の

ため 

事業全体 H24.4 ～ H29.8 H24.4 ～ R3.3 元地取得の交渉のため 

 

開発許可による事業は、通常土地の買収等に時間を取られるリスクがあるが、

当地区の選定にあたっては、まとまった面積が地権者から合意を得られたことか

ら、移転戸数を増やすことが可能になった。 

また、事業用地の一部に所有者を特定できない土地が存在したが、復興特区法

の都市計画決定及び都市計画事業の認可の特例と、収用適格事業要件緩和の特例

を活用することで、収用が可能となり、国、県、町が連携を深めながら迅速に取

り組むことができたことから事業手法は適切であったと考えられる。 

なお、宅地造成工事の完了は、計画より約１年５ヶ月遅れることとなったが、

意向調査に基づき計画を変更したためであり、やむを得ない理由であったことか

ら、本事業の事業手法、期間は妥当であると評価できる。 

                                                                     



事業担当部局 

大槌町地域整備課 電話番号：0193-42-8722 

■位置図   

 
■整備前の状況（H26.4.1 撮影） 

 
 

赤浜①団地 

赤浜②団地 
赤浜⑥団地 



■土地利用計画図 

赤浜①団地（北側斜面・バスセンター団地） 

 
 

 

■整備状況（R2.8.26 撮影） 

 
 



■土地利用計画図 

赤浜②団地（三日月神社裏団地）

 
■整備状況（R2.8.26 撮影） 

 
 



■土地利用計画図 

赤浜⑥団地（東大海洋研裏団地） 

 
 

■整備状況（R2.8.26 撮影） 

 
 



【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

 

事業番号 Ｄ-23-７ 

事業名  町方地区防災集団移転促進事業計画案作成事業 

事業費  200,090,994 円 

     （内訳：測量設計費 200,090,994 円） 

事業期間 平成 24 年度～令和２年度 

事業目的・事業地区 

東日本大震災からの復興事業の早期事業化に向けて計画の前提条件となる基礎デー

タの収集・調査を行うとともに、住民の意向や地権者情報等を踏まえて防災集団移転促

進事業の基本計画の策定を行うことを目的とする。 

事業結果 

 平成 24 年度 大槌町防災集団移転促進事業計画基礎調査業務委託  7,635,000 円 

       大槌町復興事業移転先候補地調査業務委託       423,150 円 

       防災集団移転促進事業計画業務委託（その１）    51,167,596 円 

       大槌町町方地区の復興整備事業に係る計画作成等業務委託 

                               50,000,000 円 

平成 25 年度 大槌町町方地区の復興整備事業に係る計画作成等業務委託 

                               33,234,550 円 

       大槌町復興計画３Ｄモデリング作成業務委託     1,347,041 円 

       防災集団移転促進事業等砂防調査及び地質調査業務委託 

                               22,126,230 円 

       防災集団移転促進事業等地質調査業務委託      17,762,808 円 

       防災集団移転促進事業に係る団地修正基本設計等業務委託 

                                6,030,288 円 

平成 26 年度  防災集団移転促進事業に係る団地修正基本設計等業務委託 

                                2,172,579 円 

平成 27 年度 防災集団移転促進事業等修正業務委託         898,128 円 

平成 28 年度  防災集団移転促進事業等修正検討業務委託      2,246,076 円 

平成 29 年度  防災集団移転促進事業等修正検討業務委託      2,006,149 円 

       防災集団移転促進事業計画変更業務委託        365,400 円 

       防災集団移転促進事業登記資料作成業務委託      682,668 円 

令和元年度   防災集団移転促進事業等修正検討業務委託      1,002,841 円 

             防災集団移転促進事業計画変更業務委託        460,421 円 

令和２年度   防災集団移転促進事業等修正検討業務委託       530,069 円 

 

事業の実績に関する評価 

本事業は、防災集団移転促進事業の実施のため、必要となる基礎調査及び事業化に向

けた計画策定を行った。これらの成果は、防災集団移転促進事業の迅速な進捗に寄与し

たことから、本事業は有効性が高いと評価できる。 

 

各種調査・分析・評価 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

  (１)復興まちづくり懇談会運営支援 

  町外における復興まちづくり懇談会の実施を支援し、町外避難者へ向けて、防

集事業の説明を行った。事業の概要を説明した後、地区別のワーキング会議及び



個別相談会を実施し、地区住民の個別の意向に沿った事業実施に寄与した。 

   
 

 (２)測量業務 

    復興に向けたまちづくり事業を推進する上で、測量調査業務は必須事項であ

り、町内における骨格基準点の整備が必要であった。 

    復興まちづくり事業完了までを長期に見据えた骨格基準点の整備を図り、様々

な復旧・復興業務の位置的整合性を保つ。 

 

(３)不動産鑑定業務 

  防災集団移転促進事業の事業計画を作成するにあたり、移転元地や移転先地の

用地費を算出するための参考とした。 

  

   
 

 (４)情報プラザ開設・運営支援業務 

  復興まちづくりが本格化するにあたり、住民からの問合せが増加し、行政の提

供情報も複雑化することが想定されたことから、大槌町の復興の姿を一元的に情

報提供することを目的とし、情報発信の拠点となる情報プラザを開設した。 

 

 (５)まちづくり計画 

  5-1 前提条件検討 

大槌町復興計画等の上位計画及び町方地区防災集団移転促進事業計画等に 

おける地区の位置付け、整備方針及び現地の状況等を踏まえ、地区のまちづく

り課題を整理し、まちづくり基本方針（テーマ・コンセプト等）の検討を行っ

た。 

    

  5-2 住宅地計画 

基本方針を踏まえ、住宅地の規模を検討するとともに、被災地区の従前の敷

地や街区等を考慮して、宅地規模、街区幅・形状や、公共公益施設、高齢者生活

支援施設、子育て支援施設等の必要性、配置計画等を検討した。 

また、被災地区(従前)の道路や供給処理施設の状況等を考慮して、道路幅員

構成、道路縦断、雨水・汚水排水処理計画や公園・広場等のオープンスペースの

配置計画、歩行者ネットワークの計画等、基盤整備の基本計画を検討した。 

 

    5-3 街並み・景観の検討 

地区名 開催日 会場 参加人数
連合岩手釜石地区協議会 H24.7.27 新日鉄㈱釜石製鉄所 20

遠野市 H24.7.28 遠野市民センター 29
紫波町 H24.7.29 紫波町総合体育館 22
北上市 H24.7.31 北上市役所本庁舎 45
盛岡市 H24.8.2 勤労福祉会館 95
花巻市 H24.8.3 生涯学習園都市会館 60

所　　在 地目 地積 鑑定評価額
栄町3番16 宅地 165.00㎡ 21,000円/㎡

大ケ口二丁目125番4 宅地 344.91㎡ 18,200円/㎡
大槌第23地割字沢山9番15 宅地 330㎡ 16,700円/㎡

大槌第14地割字屋敷前107番24 宅地 70.64㎡ 16,000円/㎡
小鎚第26地割字花輪田126番1 田 1,422㎡ 5,600円/㎡

他　14　件



持続的で魅力ある団地とするため、地域・地区特性に応じた景観維持のため、

各地区のデザインガイドラインを検討した。また、街並みなどを視覚化できる

模型等を地区ごとに作製した。 

 

② コストに関する調査・分析・評価 

   東日本大震災に起因する津波被害により、発災当初は、町職員が人命救助や捜

索、避難場所の確保の対応に追われ、被害状況が把握できない状況であったため、

国の直轄事業として、大槌町の復興計画策定の支援業務が行われた。 

   この、国の直轄支援事業の内容には、防災集団移転促進事業計画の策定に必要

不可欠な地形、地質、権利者調査の他、ライフラインや土地の造成等の基本設計

に準じた調査が含まれていたため、本調査結果を活用することで、防災集団移転

促進事業計画を早期に策定することが可能であった。 

   また、当地域の復興事業の推進は、町民の生活環境に直接大きな影響を与える

こととなる。 

これより、地方自治法施行令第 167 条の２第１項第６号の規定により、計画内

容に精通していることで、調査費の低減及び事業期間の短縮が図られると判断し、

国の直轄支援事業としての復興計画策定支援業務を担った業者から見積りを徴収

し、随意契約を行った。 

また、町技術職員を補完するため、UR 都市機構に事業の一部を委託。コスト縮

減を図れたことから、本事業のコストは妥当であると判断する。 

 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 
 事業期間 

備考 
計画 実績 

調査・設計 H24.4 ～ H25.3 H24.4 ～ R3.3 
関連事業の期間延伸

のため 

 

事業期間の延長は、Ｄ-23-８町方地区防災集団移転促進事業の事業期間延長に

伴い、事業計画の変更が必要となることから、本事業も延長したためである。 

  本事業は、町方地区の防災集団移転促進事業の基本計画を策定することを目的

としており、土地権利調査、測量業務、不動産鑑定業務は、防災集団移転促進事

業の事業計画の策定に効果を発揮し、また、大槌町東日本大地震津波復興基本計

画の復興パターンを踏襲した基本計画は、地域ワーキング会議や情報プラザによ

る住民への情報発信を通して、住民と協働して基本計画の見直しが行えた。 

  これらを通じ、平成 24 年９月に町方地区防災集団移転促進事業の国土交通省

大臣同意を早期に得られたことから、本事業の有効性は高く、事業手法、期間は

妥当であると評価できる。 

 

事業担当部局 

大槌町地域整備課  電話番号：0193-42-8722 

 

  



〔町方地区〕 

■整備前(被災時)の状況(H23.5.31 自衛隊撮影)      ■整備後の状況（H29.12.20 撮影） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■位置図 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

町方地区土地区画整理事業の整備工事完了 

   
被災した町方地区【町の中心地は、役場も含め壊滅的被害を受けた。】 

小鎚川 

 

 
JR 大槌駅  

大槌川 

 
旧大槌町役場 

 
県立大槌病院 

大槌川 

旧大槌町役場 
 

JR 大槌駅 
小鎚川 

柾内団地 
面積 7,454 ㎡ 

沢山・夏本団地 
面積 14,395 ㎡ 大ケ口・屋敷前団地 

面積 4,866 ㎡ 

寺野臼澤団地 
面積 52,889 ㎡ 

花輪田団地 
面積 3,431 ㎡ 

町方団地 
面積 8,709 ㎡ 

町方地区移転促進区域 
244,001 ㎡  



■土地利用計画図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■まちづくりの方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



・町外まちづくり懇談会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・情報プラザ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

 

事業番号 ◆Ｄ-23-７-１ 

事業名  町方地区都市公園基本構想策定事業 

事業費  16,252,950 円 

     （内訳：測量設計費 16,252,950 円） 

事業期間  平成 24 年度～平成 25 年度 

事業目的・事業地区 

【事業目的】 

町方地区の防災集団移転促進事業で高台へ移転した移転促進区域の跡地全体の利用方

法を検討及び、一部を総合公園として有効活用するための基本計画を策定する。 

また、防潮林機能（津波エネルギーの減衰及び漂流物の捕捉）を有するとともに、防災

教育、被災者の鎮魂を目的とした「鎮魂の森」の基本計画を策定。 

【事業地区】 

 町方地区 

事業結果 

 町方安渡地区都市公園基本設計業務委託により、基本方針（案）、ゾーニング図（案）、

として整理した。 

事業の実績に関する評価 

 本事業は、復興事業によって整備される「鎮魂の森」や「郷土財活用湧水エリア」等の

基本計画及びデザインについて、地区ごとのワーキンググループによって検討し、「公園

づくりの考え方」をとりまとめることにより、基本設計の一貫した方針を決定することが

できた。 

 また、災害危険区域に指定された区域の土地利用方針の策定することにより、移転元地

の活用率向上にも寄与していることから、本事業は有益な事業であると評価できる。 

 

各種調査・分析・評価 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

町方地区都市公園基本方針策定ワークショップの結果を意見集によって整理し、

「公園づくりの考え方」として冊子にまとめた。 

基本設計全体コンセプトにおける基本理念及び基本方針は以下のとおりである。 

 

【基本理念】 

・おもわず散歩したくなるこだわりのある美しい町を実現するための魅力的な公園 

・懐かしい記憶を呼び覚ましながら人と自然の豊かな関係を持続することができる 

公園 

・町民の健康とまちの力を作りだすための創造的で生産的な活動の場を提供する公

園 

・震災の教訓を生かし復興の歩みを伝えながら防災文化を根付かせることができる

公園 

 

【基本方針】 

 ・みんなで育てる 

   子どもも大人も、運動が好きな人も花が好きな人も。まちに住んでいる人も他

のまちから遊びに来る人も。みんなで考えて公園をつくっていきます。でも、つ



くるまでが公園ではありません。みんなで楽しく使い、手入れをすることで、成

長し、変化していきます。みんなで公園を育て、いつまでも大事にする公園にし

ましょう。 

・人と人がつながる 

   私たちは人と人とのつながりがいかに大事かということを改めてかんじまし

た。人と人とのつながりは生きがいにもなります。色んなことができれば、年代

も立場も関係なくみんなが集まり、つながりが生まれます。つながりを大事にし

た、みんなが集まれる公園にしましょう。 

・町のたから
・ ・ ・

もの
・ ・

を大事にする 

   町のたから
・ ・ ・

も
・

の
・

って…。たくさんあります。湧水やイトヨ、豊かな自然、町の

歴史、私たちの思い出だってたから
・ ・ ・

も
・

の
・

です。まだ気付いていないたから
・ ・ ・

も
・

の
・

も

あるかもしれません。そんなたくさんのたから
・ ・ ・

も
・

の
・

を分かち合い、活用できる公

園にしましょう。 

 

この基本理念及び基本方針が後に整備される「鎮魂の森」や「郷土財活用湧水エ

リア」の設計に反映されていることから、本事業は適切に活用されていると考える。 

 

② コストに関する調査・分析・評価 

大槌町財務規則等に基づき入札を執行し、業者を選定している。 

また、ワークショップ時には震災当初から現地に入り各地域に精通している東京

大学等の教授が学識アドバイザーとして参加したことで、効率の良い策定作業が行

えたことから、本事業のコストは妥当であると評価できる。 

 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 
 事業期間 

備考 
計画 実績 

計画策定 H24.10 ～ H25.3 H24.10 ～ H25.7 事業スキーム変更に伴う延伸 

 

大槌町東日本大震災津波復興計画に基づき、町内で被災した公園、運動場等の機

能を集約した総合公園としての基本計画の策定と復興まちづくりによって災害危

険区域に指定された区域の土地利用方針の策定を行うことを目的としており、本業

務は、地域住民と協同して基本計画の策定を行うことができた。 

なお、地域の声をより多く聞くため、ワークショップの開催日数を増やしたこと

により、事業期間を延伸した。 

以上のことから、本事業の事業手法、期間は妥当であると評価できる。 

 

事業担当部局 

大槌町地域整備課 電話番号：0193-42-8723 

 

 

 

 

 

 

 

 



〇公園づくりの考え方 

 
〇基本計画図 

 




